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総合科学技術会議総合科学技術会議

科学技術の振興及び科学技術の振興及び

成果の社会への還元に向けた成果の社会への還元に向けた
制度改革について制度改革について

（概要案）（概要案）

資料１－１



２．研究者の流動性を高めるための環境

１．優秀な外国人研究者を日本に
惹きつける制度

３．研究費の公正で効率的な使用

１．外国人研究者が少ない

２．研究者の流動性が低い
（年金・退職金が通算されない

ことが要因の一つ）

３．繰越実績が極めて低調
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（文部科学省ヒアリング資料）
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①①科学技術の振興科学技術の振興のためののための制度制度改革改革

・手続きの簡素化（対面から郵送、電子申請等へ）
・就職活動のための滞在期間延長
（現状の１８０日から１年へ） 等

・年金の二重払い防止
（2国間社会保障協定の締結国拡大）
・退職金前払い制度、
業績連動型年俸制度導入 等

・繰越事由要件の明確化
（科研費等を参考に全ての研究費へ拡大）

・交付時期の早期化 等

（制度改革）（制度改革）（問題点）（問題点）



５．女性研究者の活躍を拡大
するための環境

４．研究支援の強化

４．研究支援者が少ない

５．女性研究者が少ない

研究者一人あたりの研究支援者数
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日本：H18科学技術研究調査報告（総務省） その他：H18年科学技術白書

研究者に占める女性割合の国際比較（％）

日本：H18科学技術研究調査報告（総務省） その他：H17年男女共同参画白書
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（制度改革）（制度改革）

①①科学技術の振興科学技術の振興のためののための制度制度改革改革

（問題点）（問題点）

・全学的に一括集中管理、
複数の大学のネットワーク化

・間接経費の３０％措置
等

・育児休業取得条件等の緩和
・多様な勤務形態の拡大
（在宅勤務制度） 等



６．治験を含む臨床研究の総合
的推進

７．国民の科学技術理解の増進
７．国民の科学技術に対する

関心・理解度が低い

６．世界売上ﾄｯﾌﾟ医薬品の
約３割が日本では未承認約３割が日本では未承認

（臨床研究を実施する体制の不備）

医薬品承認審査等の人員の国際比較（Ｈ１７）
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成人の科学技術に関する理解度の国際順位
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（H18科学技術白書）
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②成果の社会への還元②成果の社会への還元のための制度改革のための制度改革

・審査人員の拡大
・臨床研究の実施基準の策定
・国民の臨床研究参加促進のイン
センティブ付与等 等

・理解増進活動の体系化・組織化
（人材・情報のネットワーク等）

・理解増進活動の恒常化
（行動計画の策定等） 等

（制度改革）（制度改革）（問題点）（問題点）



４

今後

臨床研究推進等、６６項目の改革のフォローアップと
研究資金改革等、新たな制度改革への取り組み

臨床研究推進等、６６項目の改革のフォローアップと
研究資金改革等、新たな制度改革への取り組み

・１～７について全６６全６６の改革事項を提言

・各提言について、担当する省庁省庁、検討・結論の

期限や実施時期実施時期を定めた工程表工程表を作成

まとめまとめ


